（様式第１号）
秋田県特定職業訓練促進給付金　交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　（あて先）秋田県知事

　　申請者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　次のとおり、秋田県特定職業訓練促進給付金を受けたいので、秋田県特定職業訓練促進給付金支給要綱第８条に基づき必要書類を添えて交付申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記載内容は事実に相違ないことを誓約します。

　１　申請者情報
	　　フリガナ
１　氏　　名
	


	２　生年月日
	　昭和 ・ 平成 　　　　　　　　年　　　月　　　日

	３　住　　所
	　〒



	４　電話番号
	　　　　　　　（　　　　　　　）














　２　受講訓練情報
	１　実施機関名
	　

	２　訓練科名
	　

	３　対象となる
支給単位期間
	　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日










　３　支給要件情報
　　（１）雇用保険の求職者給付を受給できないこと。
☐　受給できない　　　　　　☐　受給できる
【裏面も御記入ください】
（２）申請者本人の交付申請日前１か月の間に得た収入は８万円以下であること。
☐　８万円以下である　　　　☐　８万円を超えている
（交付申請日前１か月の間に得た収入の状況）
	種類
	内容
	金額

	就労収入
	
	円　

	年金・手当等収入
	
	　円　　　　

	その他収入
	
	円　　







（３）申請者本人の申請日時点の金融資産額の合計が１００万円以下であること。
☐　１００万円以下である　　☐　１００万円を超えている
（給付金申請日時点における資産の状況）
	種類
	内容
	金額

	現金
	左記に同じ
	円　

	預貯金
	左記に同じ
	　円　　　　

	債権・株式・その他
	
	円　　







（４）求職者支援制度における職業訓練受講給付金の支給要件に該当しないこと。
☐　支給要件に該当しない　　☐　支給要件に該当する

（※初回の交付申請を行う場合のみ、この欄について公共職業安定所の証明を受けてください。）
上記の者に対して、職業相談窓口において求職者支援制度の職業訓練受講給付金に関する資料
　　　　を手交し、同給付金の支給要件について説明しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確認印

令和　　年　　月　　日
公共職業安定所　窓口担当

（注意事項）
１　以下の書類（１）～（６）が添付されているか確認してください。また、申請書の記載内容と
各書類の内容が合致するようにしてください。
なお、１つの訓練につき複数の交付申請を行う場合で、かつ支給要件情報について前回交付申
請時から変更がない場合、２回目以降の交付申請時に（１）～（６）の書類の提出は不要です。
（１）証明書の交付について（申請）（様式第３号）
（２）本人確認書類の写し
（３）対象訓練に係る受講推薦通知書又は就職支援計画書の写し
（４）申請日前１か月の間に得た収入を証明する書類の写し
（５）申請日時点の金融資産を証明する書類の写し（残高や評価額が20万円以上のものに限る）
（６）振込先口座の預金通帳の写し
　　※詳細は「秋田県特定職業訓練促進給付金申請要領」を参考としてください。
２　内容は正しく記載してください。偽りその他不正の行為によって秋田県特定職業訓練促進給付
金を受けたり、又は受けようとしたときは、以後秋田県特定職業訓練促進給付金を受けることが
できなくなるばかりでなく、不正受給した金額の返還を命ぜられ、また、詐欺罪として刑罰に処
せられることがあります。
